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Ⅰ．対策の基本的な考え方  

 

本年３月２７日、株式会社てるみくらぶ（以下｢当該社｣）が東京地方裁

判所に破産申請を行い、同日受理された。同社の記者会見によると、既に

受け付けていた旅行は約３万６千件（当該社への申し込み人数にして約８

～９万人）、旅行者に対する負債は、約９９億円に及ぶとのことであった。

負債額の確定は、破産管財人による債権債務の整理を待たなければならな

いが、発表された内容をもとにすれば、旅行業者の破たんでは、旅行者に

対する負債額、受け付けていた旅行件数の点から史上最大の極めて異例な

事案である。 

 

観光庁としては、まず、当該社によるシステムトラブルが発生している

との報道があった段階で、既に当該社を利用して海外旅行に出発していた

旅行者の安全の最優先を図るため、外務省と連携し、旅行者が渡航してい

る国地域の公館に対し、邦人旅行者より支援要請があった場合に、日本か

らの送金方法をご案内する等必要な支援を行うよう依頼するとともに、既

に航空券が発券されている旅行者については、航空会社との間で運送契約

が成立し、運送義務があるため、代金が当該社から支払われていない場合

でも搭乗拒否しないよう、改めて国土交通省より、航空会社に対して、旅

行者が円滑に帰国できるよう周知するなど必要な対策を行った。 

しかし、当該社の破産によって、事前に計画を立てて楽しみにしていた

海外旅行が一方的に中止を余儀なくされ、さらに支払った金額が返金され

ない事態に、多くの旅行者が様々な面での被害を受けている。上記のよう

に、本件は、規模の面からも極めて異例の事案ではあるが、一方、旅行催行

より前に代金を支払うという習慣を悪用したこと、日常的な経営監視が難

しいことを逆手に取ったことによって発生したこと、弁済の限界を明らか

にしたことから、現在旅行業に課されている様々な制度的な規制のあり方

の点検を迫ったことも事実である。  

よって、こうした事案が今後発生しないこと、また発生した場合であっ

てもより旅行者の保護に資するためには観光庁と関係者が連携してどのよ

うな対策を講じていく必要があるか、議論する必要が生じた。そこで、こ

のたび、様々な見識を持った方々にお集まりいただき、既に立ち上がって

いた「新たな時代の旅行業法制に関する検討会」の下に、「経営ガバナンス

ワーキンググループ」を立ち上げ、企業のガバナンスのあり方と、消費者

保護を図るための弁済制度のあり方について対策の方向性をとりまとめた。 
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この度講じる対策の方向性を取りまとめるにあたり、基本的な考え方を

明確にしておくことが重要であることから、まず基本的な考え方を述べた

上で、それに沿った形で対策の主な内容を示し、今後のより具体的な制度

設計へとつなげていく。 

 

【基本的な考え方】 

 

  本件が特殊な事案であることにも配慮しつつ、現在旅行業に課されてい

る様々な制度のあり方に関し、過度の規制とならず、実効性ある制度設計

を行う観点及び更なる消費者保護を図る観点から、企業ガバナンスの強化

及び弁済制度のあり方の見直しを同時に図る。 

 

（１） 企業ガバナンスの強化 

  当該社の破産に際しては、 

・旅行催行の数ヶ月前であるにも関わらず、申し込み後の数日以内に旅行

代金を現金で支払うようにと催促をしていた 

・現金一括入金キャンペーンを破産の直前まで実施していた 

・現金支払いを受ける一方で、宿泊施設等に入金しておらず、借入金返済

にまわしていた 

といった事実があるとの指摘がある。現行の旅行業法上の登録更新が５年

に一度であることなどから、こうした経営上の不適切な行為を外部から日

常的に確認を行うことは困難である。よって、旅行会社が不適切な経営を

行い、旅行者の損害を生じさせるような事案が発生することを未然に防ぐ

ために、外部及び内部による、旅行会社の企業活動に対するガバナンス強

化策を、本件の特殊性も踏まえつつ、合理的かつ実効的な制度となるよう

検討する必要がある。 

 

（２） 弁済制度のあり方の見直し 

当該社は、一般社団法人日本旅行業協会（以下｢JATA｣）の会員であり、旅

行者は弁済業務保証金制度により弁済を受けられるが、旅行者に対する負

債総額が約９９億円といわれている中で、当該社に関しては１億２千万円

を限度とする還付では大半が弁済されないこととなる。 

今回の事案が特殊なものであるとはいえ、取引額の規模が大きい会社が

倒産した場合にも弁済が有効になされるためには、弁済に関する制度全体

をもう一度点検し、対応を検討する必要がある。 
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Ⅱ．対策の主な内容  

 

以下、基本的な考え方に沿って、対策の主な内容を示す。 

（１）企業ガバナンスの強化 

① 経営の健全性の確保 

１）経営状況の把握 

旅行業法上の登録更新は５年に一度であり、日常的に旅行会社の経

営状態等の確認を行うことは困難である。そのため、登録更新と次の

登録更新との間に、経営が適正に行われているかをチェックする方法

を新たに検討する必要がある。制度設計にあたっては、本件のような

事案の再発防止に有効であるという実効性の観点と、創造的な事業活

動の妨げとなるような過度の負担を避けることとのバランスとのい

ずれをも考慮する。 

この考えの下、下記の制度の導入を進める。 

・海外旅行の募集型企画旅行を取り扱う第１種旅行業者を対象に、１

年に一度、決算申告書と納税証明書及び純資産と取引額等を観光庁

に提出させる。 

・純資産に対して取引額が大きい会社、またはその比率が急激に大き

くなった会社等に対して、JATA 又は一般社団法人全国旅行業協会

（以下｢ANTA｣）が経営状況の調査を実施する。このことについて、

経営ガバナンスガイドライン（仮称）に記載する。 

 

２）通報窓口の設置 

不正事案の発見に実効性があり、有益である手段として、企業内部

又は同業他社からの通報がある。よって、下記の制度の導入を進める。 

・企業内部または他企業からの通報を受け付けるために、第三者機関

の通報窓口を設置する。通報を受けた案件のうち、旅行広告・取引

条件説明書面ガイドラインに新たに掲載する広告募集、旅行者募集

のあり方に反するものや、業界の標準的な水準からかけ離れた異常

な前受金の集金、取消があった場合に返金していない、又は支払い

の異常な遅延がある等の通報が寄せられた場合、第三者機関は調査

を行う。 

 

３）旅行業協会の会員相互間のアドバイスの実施 
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経営が行き詰まった会社に対して、破産する前に、当該旅行会社の

債務を縮小するためのアドバイスを JATA 又は ANTA が行うことによ

り、破産した時の弁済率を上げる方策も考えられるが、敢えて資金を

取り込もうとする企業に対しては効果的ではないとの考えから、見送

る。一方、従来事実上行われ、弁済率上昇に一定の効果があったとい

われている下記の取り組みは継続する。 

・従来任意で会員相互間で行われているアドバイスを引き続き実施す

る。 

 

② 企業自身の監査体制 

企業の財務諸表が財政状態及び経営成績を適正に表示しているかど

うか検証するための手段として、公認会計士等による財務諸表監査があ

る。財務諸表監査を受けることによって、企業が作成する財務諸表の信

頼性が確かめられるが、監査を受ける前提として、企業の経営管理の仕

組みや財務報告に関する体制の整備が必要とされるので、特に中小企業

にとっては負担が大きいと思われる。また、財務諸表監査は、一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して企業が財務報告を行っ

ていることを確かめるものであり、消費者にとってよい経営をし、よい

旅行商品を提供している会社であるかどうか示すものではない。したが

って、財務諸表監査に対する一般消費者の理解が必ずしも十分ではない

と思われる現状において、旅行会社に監査を強制し、それを表示させる

といった方策をとることが、かえって消費者に誤解を与えることも懸念

される。これらの事情を踏まえて、今般は財務諸表監査を義務化するこ

とは見送る。一方、登録更新時の提出書類は、現在ではその手続き上の

正当性の裏付けが厳密にはなされていないことから、それを担保するた

めに、下記の制度の導入及び具体的なあり方を検討する。 

・登録更新の際、海外旅行の募集型企画旅行を取り扱う第１種旅行業者

を対象に、企業が公認会計士等により提出書類と総勘定元帳等を突合

した結果を添付する等、提出書類の手続き上の正当性を簡易に観光庁

が確認出来る方法を導入。 

 

③ 広告募集、旅行者募集のあり方 

１）適切な広告、旅行者募集のあり方と周知 

今回の事案の特徴の一つに、新聞広告やインターネットで広く旅行

者の募集を行う際、現金の支払いを不要な程前倒しして促し、また、

破産する直前まで新聞広告を掲載し、旅行者募集を行っていた等の問



7 
 

題がある。したがって、これらの不適切な内容の広告、旅行者募集が

行われないように、下記の制度の導入及びその内容を検討する。 

・JATA 及び ANTA において、類似事案の再発防止に向けて、不適切な

広告、旅行者募集を旅行業者が行わないようにするために必要な取

り組みを旅行広告・取引条件説明書面ガイドラインに記載する。 

・観光庁は、消費者庁と連携し、広告、旅行者募集のあり方について

定めた上記ガイドラインを消費者に幅広く周知する。 

 

２）前受金の使途の明記 

今回、旅行者債権が膨大になった背景には、当該社が前受金を長期

間かつ大規模に預かっていたことが挙げられる。旅行者との間での取

引の安定性や販売管理に必要な経費が掛かることや、様々な旅行商品

が存在する中、運送業者や宿泊施設に対し前もって支払いを行う事由

が存在することから、前受金を預かることに合理性は認められるもの

の、その期間及び額については、一定の限度があるべきである。その

ため、前受金の預かりについては、下記の内容を検討する。 

・旅行催行の 60 日より前に、前受金を 20%以上受け取る場合、広告、

パンフレット等に前受金の支払いの期間及び使途を具体的に記載

し、旅行者に明示することを経営ガバナンスガイドラインに記載す

る。 

 

④ 旅行業の宿泊施設等への支払い期間等の見直し 

③で挙げたように、旅行業者は前受金を預かる一方、宿泊事業者にお

いては経理・清算の手続きの合理化等の理由により、旅行業者から宿泊

事業者への支払いが旅行催行よりも後になることが一般的である。しか

も、旅行商品造成のために、旅行業者が宿泊施設の空室をなるべく長期

間押さえる商慣習が残っている場合があり、前受金が前払金に充てられ

ないなど、十分にその役割を果たしていない状況があることから、それ

ぞれの立場の合理性を過度に抑制しないことを前提に、下記のような内

容を検討する。 

・宿泊施設、ランドオペレーターへの支払いについて、第 1 種旅行業者

が宿泊施設の空室を長期間押さえるような場合にあっては、可能かつ

合理的な範囲で前払金を支払うとともに、通常取引の中で、履行すべ

き時期より支払いの遅延が生じないよう、経営ガバナンスガイドライ

ンに記載する。 
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（２）弁済制度のあり方の見直し 

① 弁済業務保証金制度の見直し 

弁済業務保証金制度は、従来、全体件数の８割弱のケースで認証申し

出額の１０割の還付が行われており、また残りの２割強のケースでも、

高い割合での弁済が行われていることから、有効に機能してきたと考え

られる。しかしながら、今般、特殊な事例ではあるといえ、弁済業務保

証金制度の趣旨を没却するような事案が発生したことは誠に遺憾であ

る。これは、取引額の規模が大きな企業の意図的な倒産に対し、本制度

には限界があることの表れとも言える。したがって、特に取引規模の大

きな企業の破たんに備えた制度について検討する必要がある。 

その際、十全な弁済を行うまでに水準を引き上げると、弁済業務保証

金分担金の額の大幅な上昇につながり、旅行業者の経営圧迫要因となる

とともに、ひいては消費者の負担増につながるおそれがあり、また、モ

ラルハザードを招くことになりかねない。弁済業務保証金制度の見直し

については、旅行者の負債が大きくなるのは海外企画旅行の場合であり、

また従来の弁済の実態からも、弁済業務保証金制度の額を下回るケース

は海外企画旅行の場合がほとんどであることから、海外企画旅行の取扱

高、旅行代金の支払い実態、ボンド保証制度の実態等を考慮し、具体的

には、下記の制度を導入する。 

・弁済業務保証金制度の引き上げは、第１種旅行業者を対象に行う。 

・ただし、海外募集型企画旅行の取引が小規模の場合は、現在の保証額

で弁済率が十分あると見込まれるため、上記の積み増しをなくし、そ

の措置による弁済業務保証金の引き上げ総額の不足分については、特

にボンド保証制度に加入していない会員に加入を促すことで補う。 

 

② ボンド保証制度の見直しについて 

ボンド保証は、現在 JATA 及び ANTA 会員が任意で加盟することができ

る保証制度として設けられているところであり、今回の事案の発生を端

緒として弁済制度のあり方を見直すに当たっては、ボンド保証への加入

の義務化が検討課題の一つとして挙げられる。しかし、この点、業界団

体である JATA 及び ANTA という民間法人に立てつけられたボンド制度

への加入を強制することは、競争政策上、問題がある。したがって、上

記①のとおり、弁済業務保証金制度の水準を引き上げること及び現在加

入していない会員の加入を促すことにより補完的な制度とする。 

 

③ 保険商品の活用 
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供託類似の制度として、保険がある。旅行会社が倒産した場合に備え

た、旅行会社を対象とした上乗せ保証制度を内容とした保険は、審査の

あり方、保険としての発生確率等リスクの考え方などを考慮した場合、

制度設計が困難であるため、実施しない。 

ただし、旅行者個人を対象として出発済みで旅行業者の経営破綻等の

やむを得ない理由により緊急に支出した場合に保険金が支払われる特

約の開発について、既存の保険商品の中で対処できないか、検討する。 
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別 紙  

再発防止策の具体的な項目及びスケジュール 

 

 

（１）企業ガバナンスの強化 

項  目 講ずべき事項 実施時期 

①  経営の健全性の確保 

１)経営状況の把握 

海外旅行の募集型企画旅行を取り扱う第１種旅行業者を対象
に、１年に一度、決算申告書と納税証明書及び純資産と取引
額を観光庁に提出させる。 

平成３０年４月 

純資産に対して取引額が大きい会社、またはその比率が急激
に大きくなった会社に対して、JATA 又は一般社団法人全国旅
行業協会（以下｢ANTA｣）が経営状況の調査を実施する。この
ことについて、経営ガバナンスガイドラインに記載する。 

上記施行後、順次実
施 

２）通報窓口の設置 

企業内部または他企業からの通報を受け付けるために、第三
者機関の通報窓口を設置する。通報を受けた案件のうち、旅
行広告・取引条件説明書面ガイドラインに新たに掲載する広
告募集、旅行者募集のあり方に反するものや、業界の標準的
な水準からかけ離れた異常な前受金の集金、取消があった場
合に返金していない、又は支払いの異常な遅延がある等の通
報が寄せられた場合、第三者機関は調査を行う。 

平成３０年４月 

３）旅行業界会員相
互間のアドバイ
スの実施 

従来任意で会員相互間で行われているアドバイスを引き続き
実施する。 

引き続き実施 

②  企業自身の監査体制 

 

登録更新の際、海外旅行の募集型企画旅行を取り扱う第１種
旅行業者を対象に、企業が公認会計士等により提出書類と総
勘定元帳等を突合した結果を添付する等、提出書類の手続き
上の正当性を簡易に観光庁が確認出来る方法を導入。 

平成３０年４月 

【省令改正事項】 

③ 広告募集、旅行者募集のあり方 

１）適切な広告、旅
行者募集のあり
方と周知 

JATA 及び ANTA において、類似事案の再発防止に向けて、適切
な広告、旅行者募集のあり方について、今回の事例を踏まえ、
不適切な広告、旅行者募集を行わないために必要な取り組み
を旅行広告・取引条件説明書面ガイドラインに記載する。 

平成２９年１２月 

観光庁は、消費者庁と連携し、広告、旅行者募集のあり方に
ついて定めた上記ガイドラインを消費者に幅広く周知する。 

上記策定後速やか
に実施 

２）前受金使途の明
記 

旅行催行の 60日より前に、前受金を 20%以上受け取る場合、
広告、パンフレット等に前受金の支払いの期間及び使途を具
体的に記載し、旅行者に明示することを経営ガバナンスガイ
ドラインに記載する。 

平成２９年１２月 
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④ 旅行業の宿泊施設等への支払期間等の見直し 

 

宿泊施設、ランドオペレーターへの支払いについて、第 1種
旅行業者が宿泊施設の空室を長期間押さえるような場合にあ
っては、可能かつ合理的な範囲で前払金を支払うとともに、
通常取引の中で、履行すべき時期より支払いの遅延が生じな
いよう、経営ガバナンスガイドラインに記載する。 

平成２９年１２月 

 

（２）弁済制度のあり方の見直し 

項  目 講ずべき事項 実施の目途 

① 弁済業務保証金制度の見直し 

 

弁済業務保証金制度の引き上げは、第１種旅行業者を対象に
行う。ただし、海外募集型企画旅行の取引が小規模の場合は、
現在の保証額で弁済率が十分あると見込まれるため、上記の
積み増しをなくし、その措置による弁済業務保証金の引き上
げ総額の不足分については、特にボンド保証制度に加入して
いない会員に加入を促すことで補う。 

平成３０年４月 

【省令改正事項】 

② ボンド保証制度について 

 
上記①のとおり、弁済業務保証金制度の水準を引き上げるこ
と及び現在加入していない会員の加入を促すことにより補完
的な制度とする。 

平成３０年４月 

③  保険商品の活用 

 
旅行者個人を対象として出発済みで緊急に支出した場合に保
険金が支払われる特約について、既存の保険商品の中で対処
できないか、検討する。 

平成３０年４月 

 


